
主要な研究成果

背　景
2002年初以来、原油価格が高騰している。過去二度の石油危機時ではインフレーションが発生し、原油高

騰は日本経済・エネルギー需要に大きな影響を及ぼした。現在のところ物価上昇のテンポは弱い。原油価格高

騰の産業別物価への影響を明らかにすることが喫緊の課題となっている。

目　的
産業連関価格モデルを用いて、過去二度の石油危機時と今回高騰期の三度の原油高騰期における産業別物価

上昇要因を明らかにし、その比較分析により、時期によって原油価格高騰の物価への影響が異なること、また、

現在の原油価格高騰によるインフレーション発生の可能性を明らかにする。

主な成果
1．3度の原油高騰期に関する生産者価格の変化要因分析（表1、図1）
（1）第一次石油危機時では、生産者価格は全産業平均で37.3％上昇した（3年間、以下同じ）。要因別では、

賃金上昇による影響が25.2％と圧倒的に大きく、石油・石炭・天然ガス輸入物価の上昇による影響をは

るかに上回っている。価格上昇の約7割は賃金の高騰によるものであった。

（2）第二次石油危機時では、生産者価格は全産業平均では19.1％上昇した。そのうち、賃金上昇による影響

は8.0％で、賃金上昇の影響は生産者価格上昇の約4割にとどまり、緩やかなものであった。

（3）2002年以降の今回原油高騰期では、国内生産者価格は全産業平均1.9％の上昇にとどまっている。石

油・石炭・天然ガス輸入物価の上昇による影響は小幅で、その上、賃金の下落が物価の上昇を抑えてい

る。このように原油価格高騰期では、賃金の動向が物価に大きな影響を及ぼす。

2．2時点間の比較分析（表2）
（1）第二次石油危機時では第一次石油危機時と比べて、生産者価格上昇率は18.2％低い。その要因では、賃

金上昇率が低かったことによる影響が21.3％と圧倒的に大きく、石油・石炭・天然ガス輸入物価上昇率

が低かったことの影響も11.4％と大きい。

（2）今回高騰期では第二次石油危機時と比べて、生産者価格上昇率は17.2％低い。いずれの要因も、生産者

価格上昇を抑制している。特に、賃金と産業構造変化の物価抑制効果が大きい。産業構造変化が物価抑

制要因となっているのは、第二次石油危機以降の省エネルギーの進展のほか、1986年頃の原油等海外

産品価格の大幅下落の影響で、輸入原材料コストのシェアが低下したためである。

（3）このように今回高騰期では賃金が鎮静基調にあり、省エネルギーの進展の効果もあるため、現在の

50～70ドル/バレルの原油高騰下でもインフレーションが発生する可能性は低い。省エネルギー、省石

油は産業構造の変化を通じて、輸入物価インフレを抑えるため、今後とも推進すべき重要な政策課題で

ある。

今後の展開
エネルギー価格、一般物価に及ぼす産業構造変化の影響を分析する。マクロ経済モデルや産業連関生産決定

モデルを改良し、原油価格上昇のマクロ経済、産業構造、エネルギー需要への幅広い影響を明らかにする。
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原油価格高騰の産業別物価への影響
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表1　生産者価格の変化要因分析

要　　因　　別

要　　因　　別

石油・石炭・天然
ガスの輸入物価
による変化率

その他の輸入物
価による変化率

第一次石油危機時
（1973年上期～1976年上期） 37.3% 25.2% 12.1% 9.0% 3.1%

第二次石油危機時
（1978年上期～1981年上期） 19.1% 8.0% 11.1% 9.2% 1.9%

今回原油高騰期
（2002年上期～2005年上期） 1.9% -0.2% 2.1% 1.5% 0.5%

注1）上表は、各要因のコストが100％転嫁された場合の生産者価格上昇率（理論値）を示す。数値はいずれも表中の3年間の合計である。

注2）分析には非競争型の産業連関価格モデルを使用した。

生産者価格の変
化率（理論値） 賃金による変化

率
輸入物価による
変化率

原油価格高騰期では、エネルギー輸入価格のみならず、賃金の動向が物価上昇に大きな影響を及ぼす。 

表2　2時点間の比較分析

エネル
ギー投入
係数の変
化による
影響

その他投
入係数等
の変化に
よる影響

二次石油危機時と第一次石油危機時との差 -18.2% -21.3% - 11.4% - 0.3% 14.8% 2.6% 12.2%

- 17.2% - 8.6% -2.7% - 0.3% -5.6% - 2.2% -3.4%

注）上表は、各2時点間における生産者価格上昇率（理論値）の差に関する要因分析の結果を示す。要因別の数値は寄与度。

産業構造
の変化に
よる影響

生産者価
格上昇率
（理論値）
の２時点間
の差

賃金変化
率の違い
による影
響

石油・石
炭・天然
ガス輸入
物価変化
率の違い
による影
響

その他の
輸入物価
変化率の
違いによ
る影響

-10%

0%

10%

20%

30%

40%

農
林
水
産
物
鉱
産
物

加
工
食
品

繊
維
製
品

製
材・
木
製
品

パ
ル
プ・
紙・
同
製
品

化
学
製
品

石
油・
石
炭
製
品

窯
業・
土
石
製
品
鉄
鋼

非
鉄
金
属

金
属
製
品

一
般
機
器

電
気
機
器

輸
送
用
機
器

精
密
機
器

そ
の
他
工
業
製
品

電
力・
都
市
ガ
ス・
水
道
建
築
土
木
卸
売
金
融
不
動
産
鉄
道

そ
の
他
運
輸

電
信・
電
話
郵
便

医
療・
保
健
衛
生

そ
の
他
公
共
サ
ー
ビ
ス

他
の
事
業
所
サ
ービ
ス

他
の
個
人
サ
ービ
ス

平
均（
全
産
業
）

平
均（
CG
PI
ベ
ース
）

注）主要産業のみを表示。

2002年上期～2005年上期の変化率

エネルギー輸入物価の影響

その他輸入物価の影響

賃金の影響

図1　生産者価格の変化率（今回原油高騰期、理論値）

今回高騰期では第二次石油危機時と比べて、生産者価格上昇率は17.2％低い。いずれの要因も生産者価格上昇

を抑制している。産業構造変化も省エネルギーの進展により物価抑制要因となっている。 

今回原油高騰期では賃金が鎮静基調にあり、省エネルギー効果もあるため、インフレーションが発生する可

能性は低い。 
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今回原油高騰期と第二次石油危機時との差
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